
1

図書館情報資源のデジタル化
の拡大と今後の動向

愛知大学 家禰淳一

日本図書館研究会 図書館学セミナー

2022.11.19

概要

•コロナ禍の公立図書館（一例）
•この約10年における電子書籍（市
場と図書館）の動向

•デジタルアーカイブ
•市民協働のデジタル関連事業
•教育現場におけるデジタルコンテ
ンツのネットワーク利用

•国のデジタル情報資源流通の政策
と国立国会図書館の動向

•今後の展望

堺市立図書館が臨時休館およびサービス制限中に行ったサービス
（令和2年3月2日～5月31日）

• 電話、インターネットからのレファレンス対応（電話 192件、E 
レファレンス 139件）（参考：令和元年3月～5月 Eレファレンス
5件）

• Twitter による電子書籍の紹介（投稿件数：79件）

• 電子書籍臨時利用者 IDを電子メールでの申込みにより発行（4月
8日からの発行者数：722人）

• 堺ライオンズクラブからの児童向け電子書籍の寄贈・公開（5月1 
日～）（寄贈点数：251点）

• 電子図書図書館ホームページにてデジタル郷土資料展の公開（4
月28日からのアクセス数：38,377回）

• 事前に来館日時を調整した上での予約資料貸出の臨時窓口の設置
（5月17日～24日）（貸出者数：8,568人、貸出点数：35,311 
点）

• 学校配送を利用した学校園への団体貸出（4月・5月貸出配送点
数：7,437点）館の利用状況

出典：「令和3年度堺市立図書館 概要（令和2年度 統計と活動）」

• 出典：「令和3年度堺市立図書館 概要（令和2年度 統計と活動）」

 3 月 4 月 5 月 合計 

 

電子書籍 

貸出点数（点） 

令和元年 1,053 924 963 2,940 

令和 2 年 2,781 5,332 6,267 14,380 

前年比 264％ 577％ 651％ 489％ 

 

電子図書館

ログイン数（件） 

令和元年 2,435 2,091 2,236 6,762 

令和 2 年 4,433 10,001 12,929 27,363 

前年比 182％ 478％ 578％ 405％ 

• コロナ禍での公立図書館の電子図書館導入

• 政府は「新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金」を創設

• この地方創生臨時交付金は、コロナ対応のための
取組である限り、原則、地方公共団体が自由に使
える

• この交付金を活用し（電子書籍提供サービス導入
に実際に使われたかについては、現時点で不明）、
地方行政のデジタル予算に活用したと考えられる。

• 電子図書館導入数の統計
• 電子出版制作・流通協議会「公共図書館 電子図
書館サービス（電子書籍サービス）実施図書館」
（2022年10月1日現在）
https://aebs.or.jp/pdf/Electronic_Library_Se
rvice_Implementation_Library_20221001.pdf

•この約10年における電子書籍（市場と図
書館）の動向

• こんなニュースが
• 2019年12月27
• 「楽天が図書館向けEブック配信「オーバードライブ」
を売却」（HON.ｊｐ News Blog
https://hon.jp/news/1.0/0/27504）

• 楽天USAが2015年4月に買収した図書館向けEブック配信
会社の「オーバードライブ」を，米投資会社に売却.

• KKR（コールバーグ・クラヴィス・ロバーツ）が買収。

• 楽天→
• 2012年，買収したカナダのEブック会社Koboとオーバー
ドライブ子会社化

• オーバードライブは現在76カ国で4万3000の図書館や学
校にサービスを提供
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• 電子書籍（定義）（電子ブック，デジタル書籍，
デジタルブック，Eブック，オンライン書籍とも呼
ばれる）

• 「既存の書籍や雑誌に代わる有償あるいは無償の
電子的著作物で，電子端末上で専用のビューワに
より閲覧されるフォーマット化されたデータ」
（植村八潮[ほか]編著「電子図書館・電子書籍貸
出サービス調査報告2019」）

• 電子書籍のフォーマット

＜EPUB＞

• XML，XHTML，CSSおよびZIPに基づいた，米国の電
子書籍標準化団体IDPFが推進する規格。ISOより
"ISO/IEC TS 30135" として刊行。2011年のEPUB3
より縦書きやルビがサポート→日本語への対応が
可能

• デファクトスタンダード，現在EPUB3.0 （リフ
ロー型）

＜PDF＞

• Adobeシステムから開発したファイル形式。元とな
る原稿のイメージを忠実に再現することを目的と
しているため，資料の配布と印刷形式として使用。
（フィックス型）

主な電子書籍形式の一覧

名称 中心と
なる
団体

拡張子 DRM 縦
書
き

AZW／
MOBI，
Topaz
（Kindle
）

Amazon .azw，
.azw3，
.mobi

Kind
le 
DRM

○

EPUB IDPF .epub Adob
e 

DRM

○

PDF Adobe .pdf Adob
e 

DRM

○

Mobipock
et 

Mobipo
cket-

.mobi，

.prc，

.azw

○ ×

XMDF シャー
プ

.zbf，

.mnh
○ ○

.book ボイ
ジャー

.book，

.ttz 
○ ○

電子書籍の市場はどういう歴史をたどってきたか。（2009
年以降を中心に）

• 電子書籍進展の兆しと対照的な事例

• 2004年から発売していたソニーの電子書籍端末LIBRIé（リ
ブリエ）が2007年5月生産終了。

• LIBRIé向けの配信サイト「タイムブックタウン」が2009年2
月28日付けでサイト閉鎖を発表。

• →2006年9月，姉妹機ソニー・リーダーがアメリカで発売，
ヨーロッパでも2008年から発売，日本では2010年12月に発
売

★電子書籍端末の発売へ

• 2009年10月：米アマゾン電子書籍端末「Kindle」を100か国
以上で発売（279ドル）。日本でも発売されたが，ただしこ
の時点で，日本語対応ではない

• 2009年11月：Barnes＆Noble（バーンズ・アンド・ノーブ
ル）が，電子書籍リーダー初代Nookを発売。→現在：NOOK 
GlowLight Plus

• 2010年1月：アップルが「iPad」発売。

• 2010年2月：出版社31社が，一般社団
法人日本電子書籍出版社協会を設立。

• 2010年5月：カナダKoboが，電子書籍
リーダーKobo eReaderを発売。

• 2010年12月：紀伊國屋書店，一般向け
電子書籍販売サービス紀伊國屋書店
BookWebPlusを開始。

• 2012年1月：楽天 が，カナダカナダの
電子書籍事業者Koboを買収。

• 2012年10月：Amazon.co.jpが，電子書
籍ストア『Kindleストア』日本版を開
始。

★読み放題サービスの展開へ
• 2013年7月：デンマークのMofiboが，無制
限の読書サービスを開始。

• 2013年9月： Oyster（英語: Oyster 
(company)）が，電子書籍読み放題サービ
スを開始。

• 2014年7月：Amazon.comが，電子書籍読み
放題サービス『Kindle Unlimited』を開
始。（2016年8月：Amazon.co.jpが，電子
書籍読み放題サービス『Kindle 
Unlimited』日本版を開始。）

• 2015年12月：Playster（英語: 
Playster）が，電子書籍やオーディオ
ブックの電子書籍読み放題サービスを開
始。

「公益社団法人全国出版協会」
https://shuppankagaku.com/statistics/ebook/

「公益社団法人 全国出版協会」
https://shuppankagaku.com/statistics/ebook/
2014年から統計を開始した電子出版の市場規模は右肩上がりで成⾧。4,500億円
を突破した。
電子コミックは前年の巣ごもり需要によって新規ユーザーが拡大し、離れるこ
となく定着。さらに新規ユーザーが増えた。

図書館における導入事例と課題

電子図書館(電子貸出サービス)実施図書館とベンダー

電子図書館(電子貸出サービス)実施図書館(2022年10月01日)

 実施自治体 436自治体

 電子図書館 344電子図書館（1自治体1件で計算）

• 現在，主な公共図書館・大学図書館向け電子書籍提供サービス

 TRC-DL

 LibrariE

 OverDrive

 Maruzen eBook Library

 EBSCO eBooks&Audiobooks

 Kino-Den

 JapanKnowledge

※「電子出版制作・流通協議会 電子図書館(電子書籍サービス)実施図書館(2022年10
月01日)」
https://aebs.or.jp/pdf/Electronic_Library_Service_Implementation_Library_2
0221001.pdf
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2017.4 EBSCO eBooks がEBSCO Information Services Japanに移行

2016.10 TRCが新刊小説やライトノベル，話題の実用書などのタイトルを持つ
JDLSと資本提携（2019年3月現在で約70,000タイトル（青空文庫除く）を
提供）

2015.6.30 メディアドゥとOverDrive，電子図書館システムを国内で初めて提供へ

2015.3.30 ＪＤＬＳ，紀伊國屋書店とTRCを代理店に営業開始

2015.3.19 楽天，米国OverDrive社を買収，完全子会社化

2014.5.14 丸善と京セラ丸善，大学図書館向け電子図書館サービスを提供開始へ

2014.5.13 メディアドゥ，米国OverDrive社と業務提携

2013.10.29 大日本印刷（DNP）など4社，電子図書館サービスを刷新

2013.10.15 講談社など3社，「日本電子図書館サービス（JDLS）」設立

2013.6.19 凸版印刷，明和町立図書館の電子図書館サービスを支援

2010.10.4 大日本印刷 CHIグループ 電子図書館の構築支援サービスを開始

2009.10.1 紀伊國屋書店と凸版印刷，図書館向け電子書籍配信サービス
「NetLibrary」で協業
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事業者別提供電子書籍コンテンツ数（和書）（単位：タイトル）

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

（出典調査統計：植村八潮[ほか]編著「電子図書館・電子書籍貸出サービ
ス調査報告」2019-2021よりグラフ化）
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事業者別提供コンテンツ数（洋書）

（単位：タイトル）

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

（出典調査統計：植村八潮[ほか]編著「電子図書館・電子書籍貸出サービ
ス調査報告」2019・2021よりグラフ化）

ワンコピー・ワンユーザ型 1冊の電子書籍に対して1人の利用者のみに貸出しすることが可能
で，2年間，もしくは52回まで貸し出せる

都度課金型 ワンコピー・ワンユーザ型のライセンス契約が終了したコンテン
ツに限り設定することができる，1年ごとに更新する再契約モデ
ル。利用者が借りるごとに図書館が支払うお金が発生

ワンコピー・マルチユーザ
型

教育向け，１冊の電子書籍を一定期間に同時に貸出するモデル

JDLS LibrariE アクセス権モデル

＜アメリカの公共図書館で用いられてきたモデル＞
①perpetual / permanent access license

1冊の紙の本の値段より割高だが、1度支払えば、上限なく何
人にでも何度でも貸し出しできる。ハードカバーの新刊であれ
ば50ドル前後の場合が多い。
②per-checkout model
貸し出しがあるごとに支払いをするモデルで、相場は1回数

ドル。
③metered model

perpetual model より安い価格設定だが、一定期間が過ぎると
契約が切れ、また購入し直さなければならない。

• ビッグ5（マクミラン、ペンギン・ランダ
ムハウス、ハーパーコリンズ、アシェッ
ト、サイモン＆シュスター

• →Eブック料金体系と変更内容へ（2019
年）

• 課題
• ベストセラーの書籍が電子書籍で利用で
きない

• 高価すぎるため，要望の多い資料を利用
者に提供できていない

• 米国図書館協会のサリバン（Maureen 
Sullivan）前会長→大手出版社5社，
“ビッグファイブ”に対し，出版してい
る本を電子媒体でかつ安価で利用できる
ようにするよう働きかけ

堺市立図書館図書館における電子書籍
サービス－導入から提供まで－

•利用対象：市立図書館の利用資格をも
つ方（団体・広域連携利用者除く）

•貸出：3点まで2週間
•所蔵点数(2021年度)：10,174点
•利用状況(2021年度)
• 貸出者 ：13,898人
• 貸出点数：30,167点
• 予約点数：8,408点

•対応OS：WindowsXP以降／iOS／Android
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• システム更新
• 平成２２年２月予算内示 平成２３年１
月稼働

• 電子図書館部分含めての契約
• コンテンツ購入
• 図書費（備品購入費）での購入
• 紙の本より若干高価。
• ビジネス支援、語学学習などの資料を選
定

• 要綱の整備
• 堺市立図書館電子書籍利用要綱を整備
（２４年度「堺市立図書館における図書
館資料等の利用に関する要綱」に統合）

予算費目は？

契約上の問題 調達課との打ち合わせ

堺市は備品費（資料費）

役務費（通信運搬費）という名目で予算処理のところも

課題

 コンテンツ

• コンテンツの拡充

• 買い切りか，使用料か

• 独自資料の電子化

 システム

•操作性

•アクセシビリティの向上→テキスト版サイト

 広報

• 体験イベント（図書館・区役所・商業施設）

• 資料の見せ方，ホームページでの広報

大学における電子書籍

「早慶和書電子化推進コンソーシアム（以下、早慶コンソー
シアム）」

• 早稲田大学および慶應義塾大学の図書館（早稲田大学図書
館および慶應義塾大学メディアセンター）が、2021年5月に
「早慶和書電子化推進コンソーシアム（以下、早慶コン
ソーシアム）」を

• 株式会社紀伊國屋書店をパートナーに

• 活動趣旨に賛同した国内出版社5社（株式会社岩波書店、株
式会社講談社、株式会社光文社、株式会社裳華房および株
式会社日本評論社）から2022年10月より1年半の期間限定で
約1,200点のコンテンツ提供開始

• 半数が「個人向けのみの提供で、図書館向けには提供され
ていなかったタイトル」

• 国内の大学図書館向け電子書籍（和書）の拡充、利便性の
向上、新たな購読モデル構築につなげることを目指す。

（https://www.keio.ac.jp/ja/press-
releases/2022/10/20/28-132760/）

DCLモデルについて

• Douglas County Library（コロラド州ダグラス
郡図書館）

• 2011年～ DCLモデルと呼ばれた。
• 大手出版社の電子書籍は，ベンダーにより提供
• 中小出版社の電子書籍は買い取り，自前のサー
バーに保存→時間運営の独自プラットフォーム
で提供。
 貸出手続きの簡易化
 出版社に対して価格交渉権
 地域の作家のデジタル出版を推進

• →DCLモデルは管理運営が困難→停止

• この試みは図書館界の注目を集め
• カリフォルニア州のCalifaコンソーシアムで
は，「DCLモデル」を発展→独自のプラット
フォームによる電子図書館「EnkiLibrary」
（http://califa.org/enkiproject/）を誕生さ
せた。

• アリゾナ州のReadingArizona
（http://www.readingarizona.org/）やコロラ
ド州のeVokeProject
（http://www.evokecolorado.info/）のよう
に，州規模の電子図書館プロジェクトが起動→

• 図書館が購入したり出版に携わったりしたコン
テンツに対しプラットフォームを提供するベン
ダー（BiblioLabやOdiloTK）が現れた。

（出典：伊藤倫子. 電子書籍貸出サービスの現
状と課題：米国公共図書館の経験から. 情報管
理, 28vol.58 no.12015.）
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デジタルアーカイブ

• デジタルコンテンツのオープン化
• 先進的事例
• 京都府立京都学・歴彩館（旧：京都
府立総合資料館）は，東寺百合文書
全点をデジタル化

• 東寺百合文書 WEBを 2014 年に公開
• 公共財として広く自由に使ってもら
うことを意図し，先駆的取組として
デジタルコンテンツにCC BYを採用
（Library of the Year 2014大賞を
受賞）

• 2015年10月，ユネスコ記憶遺産とし
て登録決定

原作者のクレジッ
ト（氏名，作品タ
イトルなど）を表
示することを主な
条件とし，改変は
もちろん，営利目
的での二次利用も
許可される最も自
由度の高いCCライ
センス。

地域資料（デジタル）に関わるサービス

• デジタル堺市史

• https://trc-adeac.trc.co.jp/WJ11C0/WJJS02U/2714005100

• デジタル郷土資料展

• 地域資料デジタルアーカイブ

• http://e-library.gprime.jp/lib_city_sakai/da/top

• Web版『堺大観』写真集

• International Image 
Interoperability Framework（略: 
IIIF）トリプルアイエフ

•画像へのアクセスを標準化し相互運用
性を確保するための国際的なコミュニ
ティ活動。

•ウェブの画像を記述し配信するための
標準化された方法や，画像の構造化配
列に関する「プレゼンテーションベー
スのメタデータ」（構造的なメタデー
タ）を提供するためのアプリケーショ
ンプログラミングインタフェースが複
数定義。

デジタルアーカイブについて

日本が目指すデジタルアーカイブ社会
の実現

• 新型コロナの影響

• テレワークや遠隔教育

• デジタルアーカイブに対するニーズ

• 知的資産の共有と利活用により新た
な価値を創生する社会基盤としての
デジタルアーカイブジャパンを推進

取り組みにおける背景

• 社会が持つ知や文化的・歴史的資源
を共有

• 文化の保存・継承・発展のみなら
ず、コンテンツの二次利用や国内外
への情報発信の基盤へ

• 日本の多様なコンテンツのメタデー
タをまとめて検索可能な「ジャパン
サーチ」と呼ばれる分野横断型統合
ポータルサイトを通して、教育や地
域活性化が促される社会を実現させ
ることが当面の目標

• 図書館関連分野における現状と施策
• 現在、国立国会図書館の「国立国会図書館サー
チ」が構築

• 公文書分野では、国立公文書館の「国立公文書
館デジタルアーカイブ」や「アジア歴史資料セ
ンターデジタルアーカイブ」が設置

• デジタルアーカイブの構築を推進→「メタデー
タの整備」、「デジタルコンテンツ拡充の必要
性」、「地域アーカイブの構築」の3点が重要
視

• 永続的に長期保存するための在り方や施策の検
討

• データの公開やオープン化に対する公開範囲の
考え方

• 利用条件の考え方等を整備

「ジャパンサーチ」の構築
• 「ジャパンサーチ」とは、日本の様々な
分野のデジタルアーカイブと連携し、多
様なコンテンツのメタデータをまとめて
検索できるサイトのこと

• 分野ごとに検索をかけるのではなく、分
野を横断して検索する統合ポータルサイ
ト

• 主な機能として、横断検索のみならず、
テーマ別検索、画像検索、ギャラリー等
も存在

• ジャパンリサーチを作成するにあたり、
データを提供する機関の作業負担を可能
な限り軽減→様々な分野の多様なデータ
の利活用を可能にする「共通メタデータ
フォーマット」が策定
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課題

• メタデータを集約するという目的以外に、標準化、オープン化の推進

• 分野内における人的基盤の整備から法的な課題への対応等

• 広報の促進やユーザビリティ機能の向上

• コミュニティ形成等持続可能な運営体制の構築

今後について

• 令和2年8月、「ジャパンサーチ」の正式版が公開

• デジタルコンテンツの拡充

• デジタル情報資源のオープン化及び利活用のための基盤整備

• デジタルアーカイブ構築及び連携を推進する仕組みづくり

• 分野横断型統合ポータルサイトの構築

• つなぎ役の支援
アーカイブ機関の人材教育支援

• 幅広い知識や理解を要する人材育成

出典：『３か年総括報告書 我が国が目指す デジタルアーカイブ社会
の実現に向けて-概要-』令和2年8月デジタルアーカイブジャパン推進委
員会／実務者検討委員会 r0208_3kanen_houkoku_gaiyou.pdf 
(kantei.go.jp)

市民協働のデジタル関連事業

• 公立図書館のデジタル関連事業、特に地域資料にかかわる
デジタル関連事業においては、市民との協働で実施される
ことが少なくない。その事例を、前述と同じく堺市立図書
館を中心に見ていきたい。

• 市民協働のデジタル事業の例

• 堺市立図書館の「堺メモリー（堺のまち今・むかし）事
業」

• 2012年度から市民との協働により、地域に残る古い写真を
デジタル化し歴史文化資料として保存・発信することを目
標

• 堺市立中央図書館では堺の昔の状況と今を比較して、街が
どのように変遷してきたかを探る→「堺メモリー（堺のま
ち今・むかし）事業」

• 堺市立中央図書館では、地域資料や資料のデジタル化に関
する必要な基礎的知識を学ぶいくつかの講座を開催し、そ
の受講者で構成する「堺メモリー倶楽部」を結成

• ボランティアを中心とした持続的な活動へ

• この事業の立ち上げは2011年度に始まる。

• 当該年度に“「堺メモリー」サポータ一講座”を実施

• 翌2012年度に、市民ボランティアグループとして「堺メモリー倶楽部」が
結成

• 参考となるモデルケース→文部科学省の「図書館における地域の知の拠点
支援事業」の委託事業「豊中・箕面地域情報アーカイブ化事業」（北摂
アーカイブス）

• 愛知川町立図書館（当時）の「町のこしカード」事業に刺激

• 堺メモリー倶楽部の活動は、まず昔の写真を集め、現在と『『堺大観』写
真集』(2014年3月発行)の風景等の違いを検証

• その後、冊子として『『堺大観』写真集』として刊行

• 「Web版『堺大観』写真集」公開

• 写真で示された位置情報はGoogleマップを活用し、LOD（Linked Open 
Data）として、公開

• その他

ウイキペディアタウンの取り組み

「ウィキペディアタウン in さかい（平成30年2月11日）を開催しました。」
https://www.city.sakai.lg.jp/kosodate/library/column/20180211wikipedi
atowninsakai2.html

教育現場におけるデジタルコンテンツのネットワーク利用

• 一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会（SARTRAS）

• 授業目的公衆送信補償金制度

• 2018年5月の著作権法改正（35条）で創設された制度

従来の著作権法

• 学校等の教育機関における授業の過程で必要かつ適切な範囲で著作物等のコピー
（複製）や遠隔合同授業における送信（公衆送信）を著作権者等の許諾を得るこ
となく、無償で行うことができた（いずれの場合も著作権者の利益を不当に害す
る利用は対象外）。

2018年の法改正

• ICTを活用した教育での著作物利用の円滑化を図るため、これまで認められてい
た遠隔合同授業以外での公衆送信についても補償金を支払うことで無許諾で行う
ことが可能

• 学校等の教育機関の授業で、予習・復習用に教員が他人の著作物を用いて作成し
た教材を生徒の端末に送信したり、サーバにアップロードしたりすることなど

• ICTの活用により授業の過程で利用するために必要な公衆送信について、個別に
著作権者等の許諾を得ることなく行うことができる

• 著作権者等の正当な利益の保護とのバランスを図る観点から、利用にあたっては
制度を利用する教育機関の設置者が、補償金を支払うことが必要

国のデジタル情報資源流通の政策と国立国会図書館の動向

• 2009年の補正予算で国立国会図書館の大規模デジタル化事
業に127億円が投入

• 経済不況による失業対策の一環

• それまでも、デジタル化については予算化されていたが、
その約100倍

• 当時の国立国会図書館の館長は、1990年代から、マルチメ
ディア電子図書館へ向かうことを洞察していた長尾真氏

• その構想がこの予算によって実現可能性を帯びてきた。

• 長尾氏は、いかにして、図書館法の無料の原則と著作権法
のハードルを越えて、国立国会図書館のデジタル化資料を
各個人レベルまで流通させるかということを命題→私案
（長尾構想）

• 著作権法の関係から、利用者による費用負担（公共図書館
利用の交通費程度）も含めた（仮称）電子出版物流通セン
ターを介するデジタル化資料の各家庭での閲覧を考えてい
た。

• 2009年5月：国立国会図書館デジタル
化事業に約127億円の補正予算

•失業者対策の一環
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• こうしたデジタル資料の流通は、政府としても
懸案事項→2010年には、総務省、経済産業省、
文部科学省（構成員として出版関係者や長尾館
長も入っている。）による「デジタル・ネット
ワーク社会における出版物の利活用の推進に関
する懇談会」（通称：三省懇）が3回開催

• 同年6月28日に報告書を公表
• 翌年は、「知のデジタルアーカイブに関する研
究会」を起ち上げ、2012年3月30日に提言とガ
イドラインを公表→現在の電子化政策へ

• 2021年4月に「国立国会図書館ビジョン2021-
2025」公表

• その新ビジョンとして“デジタルシフトの推
進”が打ち出されており、その中でも注目すべ
きは、「非来館型サービスの拡充」と「読書バ
リアフリーの推進」

• ビジョンから読み取れる期待値→「図書館向け
デジタル化資料送信サービス」と、デジタルコ
レクションのうち自宅で閲覧可能なコンテンツ
が増えること

• ビジョンの進行とともに、何度か著作権法の改
正も予測され得る。

• 国立国会図書館のデジタル化資料提供状況
（2021年7月時点）

• 内訳として、インターネット公開資料が56万
点、図書館送信対象資料が151万点、国立国会
図書館館内提供資料が72万点、合計で279万点
である

• 公表されている図書館向けデジタル化資料送信
サービス参加館（公立・大学・その他）は、
2022年1月4日現在で、日本国内で1,331館

• 今回、2021年5月26日に「著作権法の一部を改正する
法律」が、第204回通常国会において成立、同年6月2
日に令和3年法律第52号として公布

• 公布後2年以内に次のことができるようになる。
• 著作権者の公衆送信権の制限を拡大し、国立国会図
書館の「図書館向けデジタル化資料送信サービス」
は各家庭で受信できる。

• 一定の条件下で、補償金の条件は付くものの複写物
の一部をメールによる送信（デジタル送信）が可能
となる

• この改正は、改正前に比して、資料へのアクセシビ
リティを高める

• 一方で残されたのは、以前から課題となっている国
立国会図書館のデジタル資料の本文のテキスト化、
すなわち、障害者への音声読み上げを可能にすると
いう点

• 後述する読書バリアフリー法の趣旨からも、今後の
課題として検討の余地→

デジタル化資料の全文テキストデータの視覚障害者等への提
供について

• 「国立国会図書館デジタルコレクション」を通じて提供す
るデジタル化資料（画像データ）から、OCR（光学的文字認
識）処理により作成したテキストデータ

• 対象となるデジタル化資料は、令和2年12月時点で「国立国
会図書館デジタルコレクション」上で提供を行っていた図
書、雑誌、博士論文等 約247万冊分

コレクション 内容

• 図書 1968年までに受け入れた図書のほか、震災・災害関係
資料の一部（1968年以降に受け入れたものを含む） 約97万
点

• 雑誌 明治期以降に刊行された雑誌（刊行後5年以上経過し
たもの）約1万タイトル（約133万点）

• 博士論文 1988年（一部）から2000年に送付を受けた論文
約15万点

• その他 官報、脚本、帝国図書館文書等 約2万点

カテゴリ サービス名 概要

デジタル
資料

国立国会図書館デジタルコレクショ
ン

国立国会図書館で収集・保存してい
るデジタル資料を検索・閲覧できる
サービスです。

歴史的音源（れきおん） 「歴史的音源」専用ページです。
1900～1950年頃のSP盤等のデジタル
化音源を収録しています。邦楽，流
行歌・歌謡曲，落語・漫才・浪曲・
講談といったジャンル別に音源を探
したり，「音源紹介」では特定テー
マに沿った解説を読むことができま
す。

ウェブサイト・アーカイブ(WARP) インターネット上で公開されている
数多くの有用な情報資源を，文化遺
産として将来の世代のために保存す
るプロジェクトです。

震災の記
録

国立国会図書館東日本大震災アーカ
イブ

東日本大震災に関する記録等を後世
に伝え，今後の復興や防災に役立て
るため，大震災の記録等を収集・保
存し，提供しています。

国立国会図書館図書館のデジタル資料 読書バリアフリー法と電子書籍

• 2018年4月25日，参議院本会議において，「盲人，視覚
障害者その他の印刷物の判読に障害のある者が発行され
た著作物を利用する機会を促進するためのマラケシュ条
約」（以下「マラケシュ条約」）の締結について承認。

• それに伴う著作権法改正
① 著作権法第37条第3項の受益者に，肢体不自由者等

の，身体障害等により読字に支障のある者が加わ
る。（ガイドラインで規定されているので現状のま
ま）

② 同第37条第3項を適用できる行為に，DAISYデータ等
を電子メールで視覚障害者等に送信することができ
る。

③ 一定の条件を具備したボランティアグループ等が，
文化庁長官の指定なしに拡大図書やDAISYデータ等を
作成して視覚障害者等に提供することが可能とな
る。

• ※「著作権法の改正とマラケシュ条約の締結」（JLA）
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さらに，
• 2019年6月21日，「視覚障害者等の読書環境の整備の推
進に関する法律（読書バリアフリー法）」が衆議院本会
議において可決，成立。
点字図書や音声読み上げに対応した電子書籍の普及が

国や地方自治体の責務。
肢体不自由なども含め，多様な障害により書籍を読む

ことが困難な人を対象とし「障害の有無にかかわらず，
全ての国民が文字・活字文化の恵沢を享受できる社会
の実現に寄与する」と明記。

 IT機器の音声読み上げ機能などを使って障害のある人
も利用可能な電子書籍を普及させ，質の向上を進める。

• 「読書バリアフリー法」第７条に基づき、文部科学省及
び厚生労働省において「視覚障害者等の読書環境の整備
の推進に関する基本的な計画」を令和２年７月に策定

• 「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する基本的
な計画」について（通知）」（令和２年７月 14 日付）

今後の展望

• 図書館のデジタル化に伴う現状と諸課題を概観

• デジタル資料といっても物理的にも内容的にもアクセス方
法も多様な情報資源が存在

• 一般的に電子書籍の概念として、いわゆる紙の本をデジタ
ル出版した形式のものは、公衆送信権と送信可能化権の関
係で、著作権者の許可なくして紙資料のようには提供でき
ない。

• その中でも、ボーンデジタルというデジタル出版のみの
ケースも増えつつある。

• 国立国会図書館では、「オンライン資料収集制度（eデ
ポ）」が実施

• 現在、「当面、無償かつDRM（技術的制限手段）のないもの
に限定して、収集」（現在こうした資料の収集については
実証実験中である。）

• 今後の予定（見込み）として、2021年9月2日の第35回納本
制度審議会（資料6）によると、DRMが付されていても、DRM
を付されていない状態での収集が明記され、有償のこれら
の資料の全面的な制度収集開始時期を2023年1月としてい
る。

• 公共図書館の電子書籍提供サービスは、米国に
比べて立ち遅れている。

• 米国では、公共図書館における電子書籍提供
サービスは、2015年で94％に

• さらに、情報資源として、音声やビデオ等も提
供

• 米国では以前、出版社のデジタルコンテンツを
自館サーバに保存し、提供するというダグラス
郡モデルがあった。

• 図書館のユーザインタフェースから出版社サイ
トでの購入ができるように連携

• 現在、自館サーバでの維持管理上の問題で行わ
れていないが、他の公共図書館にも影響を与え
てきた。

• こうしたモデルはコンテンツの所有の問題やコ
ンテンツへのアクセスの永続性も含めて、今
後、参考になるケース

• デジタルアーカイブは、公共図書館の場
合、主に地域資料が中心になるが、市民
協働での事業も各地で開催されつつあ
り、今後、市民協働をキーワードにした
デジタル化事業が進むと予測される。

• 最後に、公共図書館は、地域住民の情報
基盤として、このパンデミックの危機的
状況にあって、リモートサービスの在り
方を検証し、どれだけ、情報を届けるこ
とができたかを問い直す必要がある。

• さらに、今後の電子図書館化の進展に向
けて、図書館経営の中で、柔軟に対応し
ていかなければならないと考える。

ご清聴ありがとうございました


